
- 1 -

企業局事業見直しに関する取組みについて

企業局事業見直し実行計画（平成２０年３月改訂）の平成２２年度までの取組みの実績は、以
下のとおりである。

事業名 工業用水道事業

【 目 標 １ 】

効率的な事業運営の推進と全般的な経費の削減

◇ 平成２２年度の主な取組み
実施項目等 平成２２年度の実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ 一層の外部委託の実施 平成２３年度から平成４２年度まで 計画どおり実施
の工業用水道管理運営体制構築の指針
となる工業用水道管理運営計画を策定
し、段階的に外部委託を進めることと
した。

２ 経常費用の削減 平成１４年度対比２０％削減との目 計画どおり実施
標に対して、動力費、負担金等の縮減 H20 H21 H22

により２７％の費用削減を達成した。 目標 ▲18% ▲19% ▲20%

実績 ▲22% ▲31% ▲27%

３ 集約発注の推進 各工業用水道の枠を超え、５６件の 計画どおり実施
工事等を土木、電気、機械等の業種毎
に、２１件に集約して発注した。
（▲３５件）

◇ 平成２１年度までの主な取組実績
○ 経常費用について、その削減に努めた。

平成14年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

経常費用の額 3,160百万円（基準） 2,615百万円 2,462百万円 2,179百万円

平成14年度比 － ▲545百万円 ▲698百万円 ▲981百万円

（▲17.2%） （▲22%） （▲31%）

○ 設備の定期点検、修繕及び更新業務等の集約発注を推進した。

平成20年度： 48件を21件に集約発注

平成21年度： 47件を20件に集約発注
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【 目 標 ２ 】

相馬・好間工業用水道の未売水の縮減

◇ 平成２２年度の主な取組み
実施項目等 平成２２年度の実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ 新たな需要開拓の推進 関係機関と連携し、新たな需要開拓 計画どおり実施
に努めた。
【相馬工業用水道】 【相馬工水】

平成２２年度末給水契約率６５％以 H20 H21 H22

上の目標については、契約率が 目標 60％ 62％ 65％

６６.３％となり、目標を達成した。 実績 57.6％ 66.3% 66.3%

・未売水縮減を図るため、既存ユーザ
ーを訪問し増量を呼びかけた結果、 【好間工水】

１社100㎥/日の増量契約を締結した。 平成22年度末契約率

・未分譲・未立地区画への工業用水利 給水能力量 10,000㎥/日

用型企業の立地促進について相馬市及 契約給水量 3,380㎥/日

び県関係課に働きかけを行った。 契約率 33.8%

【好間工業用水道】
平成21年6月にいわき市と共同で策定

した「経営健全化アクションプログラ
ム」に基づき、以下の取組みを行っ
た。
・既存ユーザー訪問を通じた増量呼び
かけ
・既存ユーザーとの意見交換会の開催

好間工業用水道事業の経営状況の説
明及び意見交換
・いわき市及び県関係課に対する未立
地・未利用区画への工業用水利用型企
業の立地促進の働きかけ

２ 工業用水以外の他用途へ 地元市町等から情報収集を行った 計画どおり実施
の転用の検討 が、他用途への転用の可能性は見い出

だせなかった。

◇ 平成２１年度までの主な取組実績
○ 既存ユーザーに対し増量を呼びかけるとともに、新規ユーザー獲得に向け、関係機関に対して工

業団地内の未分譲・未立地・未利用区画への工業用水利用型企業の立地促進を働きかけた。

【相馬工業用水道】

平成19年度末で19,900㎥/日、平成20年度末で20,000㎥/日（1件100㎥増量）、平成21年度末で

23,000㎥/日（1件3,000㎥増量）となり、平成21年度末において、既に平成22年度の目標を上回っ

た。

【好間工業用水道】

「経営健全化アクションプログラム」に基づき、既存ユーザー訪問を通じた増量呼びかけ、団地

内外企業に対する工業用水利用に関するアンケート調査などの取組みを行った。
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【 目 標 ３ 】

好間工業用水道のいわき市への譲渡

◇ 平成２２年度の主な取組み
実施項目等 平成２２年度の実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ いわき市との協議 「好間工業用水道に係る県、市協議 継続的取組みが必要
会」、担当者会議及び現地説明会の実
施等を通じて、いわき市と協議を行っ
たが、平成２２年度までの譲渡は達成
できなかった。

◇ 平成２１年度までの主な取組実績
○ 平成17年7月に、「好間工業用水道に係る県、市協議会」を設置し、いわき市への譲渡について協

議を重ねた。

・平成20年度協議回数 ４回

・平成21年度協議回数 ３回

【 目 標 ４ 】

大規模改修の計画的な実施

◇ 平成２２年度の主な取組み
実施項目等 平成２２年度の実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ 老朽化や耐震化のために 老朽化や耐震化対策のため、平成 計画どおり実施
必要な大規模改修等の計画 ２０年度に策定した「工業用水道中長 H20 H21 H22

的な実施 期計画」に基づき、下記工事等を実施 目標 88% 89% 90%

した。 実績 88.2％ 90.1% 92.2%

【耐震化対策】
磐城工業用水道の配水管布設替工事
(磐城工業用水道第二期改築事業)
これにより、管路の耐震化率は

９２.２%となり、目標を達成した。
【老朽化対策】
中央監視制御装置更新実施設計（磐城
工水、勿来工水及び小名浜工水関係）

◇ 平成２１年度までの主な取組実績
○ 平成20年8月（計画期間：平成21～50年度）に「工業用水道事業中長期計画」を策定し、必要な

財源確保を図りながら、大規模改修等を計画的に実施した。

○ 磐城工業用水道第二期改築事業は、平成17年度より国庫補助事業として着手し、平成25年度を目

途に整備中である。
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事業名 地域開発事業

【 目 標 １ 】

造成済未分譲地の早期分譲

◇ 平成２２年度の主な取組み
実施項目等 平成２２年度の実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ 工業団地の早期分譲 《分譲実績 １件》 25,359.54㎡ 継続的取組みが必要

積極的に取り組んだものの、目標は
実現できていない。 分譲率 ７５．８％

（参考） H20 H21 H22

立地協定による売買予約 目標 80％ 90％ 100％

１件 20,936.28㎡ 実績 74.7％ 75.3% 75.8%

(1)販売体制の強化 ① 知事等によるトップセールスを （参考）平成21年度末

始め、積極的な企業訪問を実施し 田村西部

た。 延べ ２１５件 分譲全体面積 64.1ha

② 既立地企業を訪問し、工場等の 分譲済面積 50.8ha

増設や関連企業誘致について、セー 分譲率 79.2％

ルス及び情報収集を行った。 （平成21年度末 79.2％）

（延べ ３７件）
③ 地元自治体等関係機関との密接な 工業の森・新白河Ｃ工区

連携を図り、企業訪問を行った。 分譲全体面積 21.8ha

（延べ ６５件） 分譲済面積 17.5ha

④ 分譲済企業に対し、早期立地に向 分譲率 80.6％

けた必要な支援を行った。 ３社 （平成21年度末 78.6％）

※ ②、③は①の内数
新白河ビジネスパーク

(2)販売促進制度の見直し 分譲全体面積 8.9ha
分譲済面積 3.5ha
分譲率 39.3％

（平成21年度末 39.3％）

２ 住宅団地の早期分譲 《ライフパーク分譲実績 ７区画》 継続的取組みが必要

積極的に取り組んだものの、目標は
実現できていない。 分譲率 ４３．７％

H20 H21 H22

(1)販売体制の強化 ① 複合型拠点への立地企業やその 目標 40％ 45％ 50％

従業員への販売を推進した。 実績 38.8％ 40.3% 43.7%

分譲実績 １件 全体区画数 206区画

② 未分譲区画等の除草や街路樹の 分譲済区画 83区画

剪定に加え、側溝に溜まった土砂の （平成19年度末 35.0％）

除去を行い、生活環境の整備に努め
た。

③-1 ハウスメーカーに対し、複数
区画単位で分譲する制度を試験的
に実施し、分譲促進を図るととも
に、購入したハウスメーカーの
営業活動を利用したライフパーク
の周知拡大等に取り組んだ。

分譲実績２社(各３区画、計６区画)
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③-2 期間限定のｷｬﾝﾍﾟｰﾝ活動を行い、
地元企業及び公的機関の営業訪問
に努めた。

訪問社数 ４６社
訪問機関数 ３５機関

④ 首都圏に向けた様々な情報発信を
推進した。
ⅰ)田舎暮らし希望者向けイベントに
おけるPR活動の実施

３回（東京都内）
ⅱ)首都圏向け広告媒体によるPRの
実施。
ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ総合住宅情報サイトへの情報
掲載及び田舎暮らし希望者向け･定年
後世代向け雑誌への情報掲載を
実施。
ⅲ)ダイレクトメールによるP Rの
実施。

⑤ 土日を問わず、お客様の要望に応
じた現地案内を実施した。

現地案内 ５件

(2)販売促進制度の見直し ○ 「建売分譲住宅建築奨励事業」を
廃止し、新たに「複数区画分譲モデ
ル事業」を導入した。

※ ２－(1)-③－1【再掲】

◇ 平成２１年度までの主な取組実績
◎ 販売体制整備

・ 不動産取引業者等と分譲促進業務委託協定締結（平成１１年度～）

・ 宅地建物取引業者との連携（平成１２年度～）

・ 民間企業ＯＢ等を対象とした企業誘致アドバイザー制度の導入（平成１６年度～）

・ 分譲促進業務委託制度を改定し、土地代が５億円を超える分譲の成功報酬を２％に引上げ

（平成２０年度～）

◎ 販売促進への取り組み

○ 工業団地

・ ダイレクトメールによる工業団地の情報発信

・ 割賦払い(５年分割)（平成１５年度～）

・ 間接リース制度の導入

・ 大規模分譲割引制度の創設による分譲促進（平成１７年度～）

○ 住宅団地

・ 現地見学会、商談会の実施（平成１１年度～）

・ 首都圏における説明会等開催（平成１１年度～）

・ 分譲紹介制度(５万円の成功報酬)の導入（平成１５年度～）

・ 無料家庭菜園の設置（平成１５年度～）

・ 白河複合型拠点進出企業住宅用地取得奨励事業（平成１８年度～）

・ 新白河ライフパーク現地見学助成事業（平成１９年度～）

・ ずっと元気で暮らす住宅建築事業奨励制度（平成１７年度～平成２０年度）
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【 目 標 ２ 】

「工業の森・新白河」Ａ・Ｂ工区の有効活用策の検討

◇ 平成２２年度の主な取組み
実施項目等 平成２２年度の実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ 工業団地としての企業誘 大区画のオーダーメイド型工業団地 継続的取組みが必要

致活動の実施 として、引き続き企業誘致活動を実施
した結果、Ｂ工区へ大手総合化学企業
の進出が決定した。

２ 工業団地以外の利用策の

検討

◇ 平成２１年度までの主な取組実績
○ 企業誘致アドバイザーの協力を得るなどして企業に対しオーダーメイド型の工場用地としてＰＲ

を行った。
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【 目 標 ３ 】

企業債償還財源の確保

◇ 平成２２年度の主な取組み
平成２２年度の実施項目等 平成２２年度の実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ 公営企業資産活用事業か 平成２１年度末をもって、公営企業 計画どおり実施

らの資金繰入 資産活用事業を廃止し、残余資産の繰
入を行った。

２ 遊休資産の処分 長期間にわたり利活用が図られてい 継続的取組みが必要

ない土地について、関係部局等と今後
の方向性を協議し、情報収集を行っ
た。

３ 他の財源確保の方策の検 企業債の借換により償還期限の延長 継続的取組みが必要

討 を行うとともに、償還財源の確保策に
ついて、関係部局と協議した。

◇ 平成２１年度までの主な取組実績

事業名 公営企業資産活用事業

【 目 標 】

公営企業資産活用事業の廃止

◇ 平成２２年度の主な取組み
実施項目等 取組実績 左記に対する評価等

（実行計画より記載）

１ 事業の廃止

◇ 平成２１年度までの主な取組実績
「福島県公営企業の設置等に関する条例」の一部を改正し、平成２１年度末をもって事業を廃止し

た。


